




 

ま え が き 
 
 
⼤阪府⺠経済計算は、⼤阪府内における経済活動を⽣産・分配・⽀出の三⾯から総合的に

とらえ、大阪の経済⼒を計量的に把握することを⽬的に、戦後の混乱がまだ残る昭和
25(1950)年を嚆⽮として、毎年推計を⾏っています。 
 
平成 21(2009)年、これまでの国際基準(1993SNA)策定以降の経済・⾦融環境の変化に対応

するため、新たな国際基準となる 2008SNA が国際連合において採択されました。 
我が国においては、国⺠経済計算が平成 27(2015)年度年次推計から 2008SNA への対応を

含む平成 23 年基準へ変更し、さらに令和元(2019)年度年次推計(令和２(2020)年 12 ⽉公表)
から平成 27年基準へと移⾏しました。 
これとの整合性を確保するため、⼤阪府⺠経済計算も、令和元年度確報から平成 27 年基準

により推計を⾏っています。 
 
国際競争⼒を持って、⽇本を⽀える拠点都市⼤阪をつくるためには、⼤阪の経済活動に関

する様々な指標を体系的かつ多⾓的に検証することが重要です。 
⼤阪府⺠経済計算はその検証アプローチの⼀つであり、総合的な指標として各⽅⾯で活⽤

いただければ幸いです。 
 
末筆ではございますが、本報告書の作成に当たり御指導、御助⾔を賜りました甲南⼤学の

稲⽥義久名誉教授、近畿⼤学の⽥中智泰教授、⼊江啓彰教授、⼤阪産業経済リサーチセンタ
ーの町⽥光弘総括研究員、佐野浩主任研究員、並びに貴重な資料を提供していただきました
関係各位に厚くお礼申し上げます。 
 
 
令和８年１⽉ 

 
⼤阪府総務部統計課⻑ 
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利 ⽤ 上 の 注 意

１ 令和５年度⼤阪府⺠経済計算は、2008SNA(注 1)に基づき、内閣府経済社会総合研究所国⺠経
済計算部が⽰す「県⺠経済計算標準⽅式(2015年(平成 27 年)基準版)」に準拠して作成したもの
です。 
(注 1）「SNA」は「System of National Accounts」の略称で、「国⺠経済計算」⼜は「国⺠経済計算体系」と訳
されています。⼀国の経済の状況について体系的に記録する国際的な基準で、「2008SNA」は 2009 年に国
連が加盟各国にその導⼊を勧告した国⺠経済計算の体系の名称です。 

２ 推計対象期間は、平成 23年度から令和５年度です。 
推計⽅法の改善、最新の統計調査の結果の利⽤等により、既公表の平成 23年度から令和４年
度の計数についても遡及改定していますので、令和４年度以前の数値を利⽤する場合も本書の
数値を利⽤してください。 
なお、既公表の平成 22年度以前の計数は、基準年が異なるため本報告書の計数とは接続しま
せん。 

３ 推計及び⼤阪府との⽐較に⽤いている国⺠経済計算の計数は、「2023 年度(令和 5 年度)国⺠
経済計算年次推計」によります。 

４ 名⽬値は各年の市場価格で評価された⾦額を集計したもので、物価変動の影響が含まれてい
ます。これに対し、実質値は物価変動分を取り除いて計算したもので、経済の実質的な動きを
⾒ることができます。 

５ 実質値は、平成 27 暦年を参照年(デフレーター＝100)とした連鎖⽅式(注 2)により算出してい
ます。 
(注 2)前年を基準年として算出した物価変動率を鎖のように乗じ続けることで算出する⽅法 

６ 統計表の増加率は、次式により算出しました。これにより、マイナスからプラスに転じた場
合及びマイナス幅が縮⼩した場合の増加率の符号は、プラスで表⽰されます。 

増加率(％) ＝ 
当年度の計数−前年度の計数 

×(前年度の計数の符号)×100 
前年度の計数 

７ 統計諸表で内訳の合計が総数と⼀致しない場合があるのは、四捨五⼊誤差によるものです。
なお、連鎖⽅式による実質値では加法整合性が成⽴しないため、内訳の和は総数と⼀致しませ
ん。 

８ 数値は、在庫品評価調整後のものです。 

◆ 本書は全て⼤阪府ホームページで公表しています。統計表は、Microsoft Excel 形式でダウンロードできます。
https://www.pref.osaka.lg.jp/o040090/toukei/gdp/index.html

◆ 本書についてのお問合せは、⼤阪府総務部統計課分析・利活⽤促進グループ(06-6210-9195) にお願いします。 

https://www.pref.osaka.lg.jp/o040090/toukei/gdp/index.html
























































































































































































































































































































































































総務部統計課 令和８年１月公表 

https://www.pref.osaka.lg.jp/o040090/toukei/top_portal/index.html 

この報告書についての質問・照会等は、下記までご連絡ください。 

大阪府 総務部 統計課 分析・利活用促進グループ 

電話 ：06-6210-9195 

FAX ：06-6614-6921 

住所 ：〒559-8555 大阪市住之江区南港北1-14-16 

メールアドレス：tokei@sbox.pref.osaka.lg.jp

https://www.pref.osaka.lg.jp/o040090/toukei/top_portal/index.html
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